
1 

 

 

北 海 道 畜 産 環 境 整 備 事 業 実 施 要 領   

 

平成４年４月 27 日付け農地第 110 号農政部長通知 

一部改正  令和３年４月１日付け農地第 404 号 

                   最終改正  令和８年４月１日付け農地第 544 号 

 

                                                      

第１ 目 的 

  畜産環境整備事業（以下「事業」という。）は、将来にわたり畜産主産地としての発展が期待さ 

れる地域において、総合的な畜産経営の環境整備を行い、家畜排せつ物等の地域資源のリサイクル 

システムを構築することにより、畜産経営に起因する環境汚染の防止と畜産経営の合理化に資する 

とともに、地域営農の持続的発展と生活環境の改善及び地域社会の活性化を図ることを目的とする。 

 

第２ 事業の実施方針 

 １ この事業は、農山漁村地域整備交付金実施要綱（令和２年３月 31 日付け元農振第 2686 号農林

水産事務次官依命通知。以下「交付金実施要綱」という。) 及び農山漁村地域整備交付金実施

要領（令和２年 3 月 31 日付け元生畜第 2116 号、元農振第 2687 号農林水産省生産局長、農村振

興局長通知。以下「交付金実施要領」という。）に定めるもののほか、北海道畜産環境整備実施

要領（平成４年４月２７日付け農地第 110 号農政部長通知。以下「要領」という。）の定めると

ころにより実施するものとする。 

  ２ この事業は、交付金実施要領別紙 4-1 の農村整備に係る運用第２の３の畜産環境総合整備事業 

  の運用３（以下「運用」という。）に掲げる事業のうち資源リサイクル事業を行うものとする。 

 ３ この事業の実施に当たっては、家畜排せつ物の管理の適正化及び利用の促進に関する法律（平 

  成１１年法律第１１２号）第８条に基づく「北海道家畜排せつ物利用促進計画」に配慮するもの 

  とする。  

 

第３ 事業実施主体及び補助対象者             

 １ 運用の第４の(１)の事業実施計画策定事業及び（２）のストックマネジメント事業の機能保全 

  計画策定は、北海道（以下「道」という。）が行う。 

 ２ 運用第６の１の（２）及び（３）の事業（以下「整備事業」という。）は、公益財団法人北海 

道農業公社（以下「農業公社」という。）が行う。 

 

第４ 事業実施計画の策定等 

 １ 市町村長は、事業実施を希望する場合は、畜産環境整備事業実施地区選定申請書（別記第１号

様式（以下「地区選定申請書」という。））を総合振興局長又は振興局長（以下「総合振興局長

等」という。）を経由して知事に提出するものとする。 

     地区選定申請書には、あらかじめ事業参加者資格者が（事業参加資格者となることが確実と見 

 込まれる者を含む。）が予定されている場合は、「畜産環境整備事業参加申出書」（別記第２号  

様式）を添付するものとする。 

      この場合において、事業参加予定者からの申出があった場合には、次に掲げる書面（地方公共 

  団体、農業協同組合等が事業参加者である場合にあっては、（１）及び（２）に掲げる書面に限 
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る。）を添付するものとする。 

   （１）事業参加資格者（予定者）が当該事業の施行に係る土地につき、所有権その他の使用収益 

権（以下「所有権等」という。）を有することを証する書面又は所有権等を取得することが 

確実であることを証する書面 

   （２）運用第５の表の１の（２）に係る事業参加資格者の場合は、養畜の業務を営む者と施設の 

管理予定者との間における家畜排せつ物の土地還元等による処理についての合意を証する書 

面又は施設の管理予定者と家畜排せつ物（施設処理後の残さ物、乾ふん等を含む。以下この 

項において同じ。）の土地還元を行うことを希望する者との間における家畜排せつ物の土地 

還元についての合意を証する書面 

   （３）「環境と調和のとれた農業生産活動規範について」（平成 17 年３月 31 日付け 16 生産第 

8377 号農林水産省生産局長通知。以下｢農業環境規範｣という。）の点検シート又は農業環境 

規範を実践することが確実であることを証する書面（以下「農業環境規範の点検シート等」 

という。） 

 ２ 知事は、１の申請があったときは、当該申請に係る地区について事業実施計画の樹立の可否を 

  判定し、その結果について総合振興局長等を経由して、関係市町村長に通知するものとする。 

 ３ 総合振興局長等は、２の通知があったときは、事業実施計画樹立のために必要な調査を実施し、 

  運用の別記様式４により事業実施計画書を作成するものとする。なお、事業実施計画の作成期間 

  は原則として１年間とする。 

  ４ 総合振興局長等は、事業実施計画を作成した場合は、事業実施計画書についての関係市町村長 

  からの同意書を添えて、知事に提出するものとする。 

 ５ 知事は、実施計画を決定したときは、総合振興局長等を経由して関係市町村長に事業実施計画 

  書を添えて通知するものとする。 

  ６ ストックマネジメント事業の事業実施計画を作成する場合は、次に掲げる計画等を策定するも 

  のとする。 

  （１）施設保全対策実施方針 

知事は老朽化により維持管理に支障を来している施設の機能保全対策を計画するとき 

は、施設を管理する市町村等の要望に基づき、別記第３号様式により施設保全対策実施方 

針を策定するものとする。 

   （２）機能保全計画 

知事は施設保全対策実施方針に位置付けられた施設の機能保全対策を実施するに当たっ 

ては、施設の機能診断調査と評価に基づき、機能保全計画を策定するものとする。 

 

第５ 事業の実施 

 １  次により事業を実施するものとする。 

   （１）契約の締結 

     ア 農業公社は、市町村との間で、この事業を実施するために必要な次の事項等を内容とす 

る契約を速やかに締結するものとする。 

       この場合において、市町村長は、あらかじめ運用第５の表の１に規定する事業参加資格 

者との間で、この事業を実施するために必要な事項について契約を締結する等の措置を講 

じなければならない。 

    （ア）この事業に係る補助金の交付に際して付される条件を遵守すること。 

    （イ）事業参加資格者がこの事業の施行に係る土地につき、所有権若しくは使用収益権を有す 
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     ることを証する書面又は使用収益権を取得することが確実であることを証する書面を添付 

     すること。 

    （ウ）毎年度の事業実施に当たり、あらかじめ当該年度の事業実施計画について、当該事業参 

     加資格者の同意を得ること。 

    （エ）災害その他やむを得ない事由が生じたときは、当該事業参加資格者の同意を得て、実施 

     計画を変更することができること。 

     （オ）事業実施計画の中に、運用第６の１の表の１の（２）の③の家畜排せつ物土地還元施設 

又（３）の①の家畜排せつ物処理施設が含まれている場合には、これら施設の管理予定者 

及び管理予定方法に関する基本的な事項が記載されていること。 

     （カ）その他必要な事項が記載されていること。 

イ 農業公社は、アの契約を締結したときは、当該契約書の写し１部を速やかに総合振興局長 

     等に提出しなければならない。 

      契約締結後、その契約内容に変更を生じたときも同様とする。 

  （２）事業実施計画の変更 

ア 農業公社は、事業実施計画について運用第 10 の１に定める重要な変更を行うことが必要 

な場合は、関係市町村と協議の上、事業実施計画変更申請書（別記第５号様式）に変更後 

の事業実施計画（案）を添えて、総合振興局長等を経由して知事に提出するものとする。 

イ 知事は、アの申請を適当であると認め、事業実施計画の変更を決定したときは、別記第６ 

号様式（その１）及び同様式（その２）の実施計画変更通知書により、総合振興局長等を 

経由して農業公社及び関係市町村長に通知するものとする。 

  （３）各年度の事業計画 

    ア 農業公社は、当該年度に実施する事業の内容及びそれに要する経費の配分の計画（以下「年 

       度別事業計画」という。）について、市町村の意見を聴いて、事業計画（変更）承認申請書  

     （別記第７号様式）に畜産環境整備事業計画（実績））書（別記第８号様式）を添付の上、総合 

振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

      イ 総合振興局長等は、アの規定により申請書の提出を受けたときは、その内容を審査し、予 

   算の範囲内において当該事業を実施させることが適当と認めた場合は、速やかに別記第９号様 

式の事業計画承認通知書を交付するものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、アの計画内容を承認しようとするときは、畜産環境整備事業計画協議 

       書（別記第 10－１号様式）によりあらかじめ知事に協議するものとする。 

    エ 農業公社は、アの承認通知を受けたときは、その内容を速やかに市町村に通知するものと 

       する。 

    オ 農業公社は、総合振興局長等の承認を受けた年度別事業計画について、（４）のウの（ア） 

の a の変更をするときは、総合振興局長等の承認を受けなければならない。ただし、（５） 

のウに係る変更について総合振興局長等の承認を受けたときは、当該年度別事業計画につい 

    てもこれに相当する変更の承認があったものとみなす。 

  （４）助 成 

    ア 道は、予算の範囲内において、農業公社が整備事業を行うために要する経費に対して補助 

    金を交付するものとする。 

この補助金の交付に関しては、北海道補助金等交付規則（昭和４７年北海道規則３４号。 

    以下「規則」という。）及び北海道補助金等交付規則の運用について（昭和４７年４月１０ 

    日付け局総第３０３号副出納長通達。以下「運用方針」という。）に定めるもののほか、本 
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    要領に定めるところによる。 

     この事業に係る補助対象経費及び補助率は、別表１のとおりとする。 

    

    イ 補助金の交付申請 

    （ア）補助金の交付を申請しようとする農業公社は、別記第 11 号様式の補助金等交付申請書 

に次に掲げる関係書類を添えて、総合振興局長等が別に定める日までに、総合振興局長 

等に提出しなければならない。 

   （a）事業計画書（別記第 12 号様式） 

         （b） 補助金等交付申請額算出調書（別記第 13 号様式） 

         （c） 経費の配分調書（別記第 14 号様式） 

         （d） 事業予算書（別記第 15 号様式） 

         （e） 資金収支計画書（別記第 16 号様式） 

         （f） 畜産環境整備事業計画（実績）書（別記第 8 号様式） 

         （g） その他関係書類 

       （イ）補助金の交付申請は、別表１で定める補助金額の計算方法に基づいて算出される額の 

範囲内で行うものとする。ただし、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額（補助対象 

経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち消費税法（昭和 63 年法律第 108 号） 

に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に地方税法（昭 

和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計額に補助率等 

を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかな場合には、 

これを減額して申請しなければならない。なお、交付申請時において、当該補助金に係 

る消費税等仕入控除税額が明らかでない場合については、この限りではない。 

       （ウ）農業公社は、（ア）の申請書の提出に当たり、別記第 17 号様式の消費税等納税対応状 

況申出書を提出するものとする。 

     ウ 補助金の交付の条件 

       （ア）総合振興局長等は、イの補助金等交付申請書を受理したときは、規則第４条による 

調査を行い、補助金を交付すべきものと認めたときは、規則第６条の規定による補助 

金の交付の決定の通知を別記第 18 号様式の指令書に次に掲げる条件を付して行う 

ものとする。 

      ａ 補助事業の内容に関し次のいづれかの変更をしようとするときは、あらかじめ総合振 

     興局長等の承認を受けるべきこと。 

        (a) 事業実施地区の変更 

        (b) 工種の新設又は廃止 

        (c) 工種の構造又は工法内容の著しい変更 

        (d) 工種別工事費の３０パーセントを超える増減。ただし、その増減額が４００万円 

（純工事費、測量試験費、用地費及び補償費以外のものにあっては５０万円）以下の 

場合を除く。  

        (e) (a)から(d)に掲げる事項以外に係る変更であって、補助金の額の増 

            (f)  (a)から(d)に掲げる事項以外に係る変更であって、補助金の額の減 

      ｂ 補助事業を中止し、又は廃止する場合は、総合振興局長等の承認を受けるべきこと。 

      ｃ 補助事業が予定期間内に完了しない場合又は遂行が困難となった場合は、速やかに総 

      合振興局長等に報告し、その指示を受けるべきこと。 
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      ｄ 交付金実施要綱、交付金実施要領、規則、運用方針及び本要領を遵守すべきこと。 

      ｅ この補助金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出 

      についての証拠書類を、補助事業の終了の年度の翌年度から起算して５カ年間整備保管 

      しなければならない。ただし、補助事業により取得し又は効用の増加した財産でｇに定 

      める期間を経過しない場合においては、財産管理台帳（別記第 19 号様式）及びその他関 

係書類を整備保管すべきこと。 

      ｆ 農業公社は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了 

後においても、善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的 

に従って、その効率的な運営を図るべきこと。 

      ｇ ｆの財産（１件当たりの取得価格が５０万円未満の機械及び器具を除く。）    

      について「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」（昭和４０年大蔵省令第１５号。 

      以下「大蔵省令」という。）に定められている財産については、補助金交付の年度の翌 

      年度から起算して大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省 

      令に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間）内においては、総合 

      振興局長等の承認を受けないで補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、 

      貸付け又は担保に供してはならないこと。 

              ただし、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又 

      は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金 

      融機関名、制度資金名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が 

      補助金交付申請書に記載してある場合は、総合振興局長等の承認を受けたものとするこ 

      と。 

      ｈ 農業公社がｇの規定に基づき、総合振興局長等の承認を得て財産を処分したことによ

り収入があったときは、当該収入の全部又は一部に相当する額を道に納付させることが 

あること。 

      ｉ 農業公社は、当該事業に係る草地等の農用地（以下「受益地」という。）の全部又は 

           一部が「草地開発事業等の受益地の転用に伴う補助金の返還措置について」（昭和 49 年 

           ５月１０日付け４９畜Ｂ第６０３号農林事務次官依命通達。以下「返還通達」という。） 

           の記の２の(1) に定める８年間（当該地区に数年にわたり補助金が交付された場合は、 

最終交付年度の翌年度から起算して８年間）を経過するときまでに転用が行われる場合   

には、返還通達の定めるところにより補助金のうち、別表２の算出方法により算出され   

         る額（総合振興局長等がこれより少ない額を定めたときは、その額）に相当する額を総   

合振興局長等に返還しなければならないこと。 

      ｊ 農業公社がｇの規定に違反して財産を使用し、譲渡し、交換し、貸付け又は担保に供 

            したとき、その他交付決定通知に定める条件に違反したときは、補助金の全部又は一部 

            の返還を命ずることがあること。 

      ｋ この補助金の交付の決定後における事情の変更により特別の必要が生じたときは、決 

      定の全部又は一部を取り消し、又は決定の内容若しくは付した条件を変更することがあ 

      ること。 

      ｌ 補助事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、当該補助事業の完 

      了の日若しくは廃止の承認を受けた日から 30 日以内又は翌年度の４月 10 日までのうち 

いずれか早い日までに、補助事業等実績報告書を総合振興局長等に提出しなければなら 

ないこと。また、会計年度が終了した場合も、同様とする。 



6 

 

      ｍ 次の各号のいずれかに該当するときは、この補助金の交付決定の全部又は一部を取り 

      消し、当該取り消しに係る部分に関し、既に交付された補助金があるときは、その返還 

           を命ずることがあること。 

        補助金の額の確定があった後においても、同様とすること。 

      (a) 他の用途に補助金を使用したとき。 

       (b) 交付決定の内容若しくはこれに付した条件その他法令又はこれに基づく総合振興局 

             長等の処分に違反したとき。 

      (c) 虚偽の申請その他不正な行為があったとき。 

      ｎ 補助金の返還を命じられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納期日の翌日 

      から納付の日までの日数に応じ、その未納付額（その一部を納付した場合におけるその 

      後の期間については、その納付金額を控除した額）につき年 10.95パーセントの割合で 

      計算した違約延滞金を、道に納付しなければならないこと。 

       （イ）総合振興局長等は、規則第６条第２項の規定による補助金の交付をしないことを決定し 

     たときは、別記第 20 号様式により農業公社に速やかに通知するものとする。 

      （ウ）農業公社は、補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に不服があるときには、 

       補助金の交付の決定の通知を受理した日から 10 日以内に、別記第 21 号様式の補助金等交 

付申請取下書を提出して申請を取り下げることができるものとする。申請の取り下げがあ 

ったときは、当該申請に係る補助金の交付の決定はなかったものとみなす。 

  総合振興局長等は、補助金の交付の申請の取下げがあったときには、知事に報告するも 

         のとする。 

      （エ）総合振興局長等は、(4)のイの（ウ）の規定により消費税等納税対応状況申出書を提出 

した農業公社が消費税等仕入控除税額を減じずに補助金の交付の申請を行った場合には、 

（ア）の指令書に定める条件のほか、次に掲げる条件を追加するものとする。 

        a  補助事業等実績報告書の提出に当たって、この補助金にかかる消費税等仕入控除税額 

      （補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和 63 年法 

      律第 108 号）に規定する仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に 

      地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に規定する地方消費税率を乗じて得た金額との合計 

      額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）があり、かつ、その金額が明らかと 

      なった場合には、これを補助金額から減額して報告しなければならない。 

        b  補助事業等実績報告書を提出した後に、消費税及び地方消費税の確定申告によりこの 

     補助金にかかる消費税等仕入控除税額が確定した場合には、要領に定める別記第 22 号様 

     式によりその金額（実績報告において、前項により減額した場合にあっては、その金額 

     が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに総合振興局長等に報告するとともに、当該 

     金額を返還しなければならない。 

       また、この補助金に係る消費税等仕入控除税額が明らかにならない場合又はない場合   

      であっても、その状況等について、当該補助金の額の確定があった日の翌年の５月末日    

までに同様式により総合振興局長等に報告し、当該金額を返還しなければならない。 

         c  総合振興局長等は、前項のまた書きの条件に基づき農業公社から報告があった場合に 

      は、当該年の６月 20 日までに同様式により知事に報告するものとする。 

       （オ）総合振興局長等は、補助金の交付の決定に当たり、補助事業を概算払ができるものと認 

          めた場合又は補助事業を遂行する上で周知させる事項がある場合には、指令書とともに別 

          記第 23 号様式で農業公社にその旨通知するものとする。 
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  （５）年度別事業計画の変更 

    ア 農業公社は、規則第６条の補助金の交付の決定の通知を受けた後、(4)のウの（ア）のａの 

変更を行う場合は、別記第７号様式の事業計画（変更）承認申請書及び別記第 24 号様式の補 

助事業等変更承認申請書に(4)のイの（ア）に掲げる関係書類を添えて 

総合振興局長等に提出し、その承認を受けなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し補助事業に適合する 

       と認めたときには、別記 25-1 号様式又は別記 25-2 号様式の変更指令書で農業公社に通知 

するものとする。 

    ウ 総合振興局長等は、イの規定による承認をしようとする場合で、（４）のウの（ア）のａ 

の（a）から（e）に掲げる変更に該当する場合は、あらかじめ畜産環境整備事業計画変更協 

議書（別記第 10－２号様式）により、知事に協議しなければならない。 

    エ 農業公社は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときには、別記第 26 号様式の補助 

事業等中止（廃止）承認申請書に関係書類を添えて、総合振興局長等に承認の申請を行うも 

のとする。 

    オ 総合振興局長等は、エの中止又は廃止について承認又は不承認するときには、別記第 27 

号様式で農業公社に通知するものとする。 

      カ 総合振興局長等は、オの承認又は不承認を通知するに当たっては、申請書の写しを添えて  

あらかじめ知事と協議するものとする。 

      キ  農業公社は、補助事業が期間内に完了しないとき又はその遂行が困難なときには、別記第 

28 号様式の補助事業等執行遅延（不能）報告書に別記第 29 号様式の事業遂行状況報告書及び 

別記第 30 号様式の繰越等実施計画書を添えて、総合振興局長等に報告し、その指示を受ける 

ものとする。 

      ク  総合振興局長等は、キについて農業公社に事業遂行を指示するときには、別記 31 号様式 

で行うものとする。 

      ケ  総合振興局長等は、クの事業遂行を指示するに当たっては、報告書等の写しを添えてあら 

    かじめ知事と協議するものとする。 

      コ  総合振興局長等は、補助金の交付決定後の事情変更により特別の必要が生じたときには、 

    規則第８条により次のいずれかの措置をとるものとする。 

    （ア）補助金の交付の決定の全部又は一部の取消し 

        次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 32－１号様式 別記第 32－２号様式 

一部の取消し 別記第 32－３号様式 別記第 32－４号様式 

 

        （イ） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件の変更 

          別記第 32－５号様式で農業公社に通知するものとする。 

    サ 総合振興局長等は、コの（ア）により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そう 

とするときには、あらかじめ知事と協議するものとする。 

 （６）補助金の概算払 

   ア 農業公社は、補助金の概算払の申請をしようとするときは、規則第９条第２項の規定に基 
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   づき、別記第 33 号様式の補助金概算払申請書に別記第 16 号様式の資金収支計画書等の関係書 

類を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

     ただし、（４）のイの（イ）のただし書きにより補助金交付申請時に消費税等仕入控除額 

を減じて申請を行った場合の概算払申請額は、消費税等仕入控除額を減じて計算した額とす 

るものとする。 

    イ 総合振興局長等は、アの申請書を受理したときは、その内容を審査し概算払をする必要が 

    あると認めたときには、交付すべき補助金の額を決定し、別記第 34-1 号様式の概算払決定 

通知書により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、概算払をしないことの決定をしたときには、速やかにその決定の理由 

    を付して別記第 34－２号様式の概算不払決定通知書により、農業公社にその旨の通知をす 

るものとする。 

   （７）状況報告 

      ア  農業公社は、契約残又は人夫賃、資材費等の単価減及び測量試験費等の減により執行残が 

    生じた場合、別記第 35 号様式の請負契約等執行状況報告書を速やかに総合振興局長等に提 

出するものとする。 

      イ  総合振興局長等は、規則第 11 条の規定による当該補助事業の遂行状況に関し、別記第 29 

号様式の事業遂行状況報告書の提出を求め、又は職員に調査をさせることができるものとす 

る。 

   （８）事業の遂行命令 

      ア  総合振興局長等は、農業公社が補助金の交付の決定の内容又はこれに付けた条件に従って 

    補助事業を遂行していないと認めるときには、別記第 36－１号様式の補助事業遂行命令書に 

より農業公社にその遂行を命ずるものとする。 

      イ  総合振興局長等は、農業公社がアの命令に従わないときには、別記第 36－２号様式の補助 

事業遂行停止及び是正命令書により農業公社に補助事業の一時停止及び是正措置を命ずる 

ものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、農業公社がイの命令に従い是正措置を講じたときには、別記第 36－ 

３号様式の補助事業遂行停止解除命令書により農業公社に一時停止の解除を命ずるものとす 

    る。 

      エ  総合振興局長等は、農業公社がイの是正命令に従わないときには、補助金の交付の決定の 

   全部又は一部を取り消すものとし、次の様式で農業公社に通知するものとする。 

 

 取消しに係る部分の返還金なし 取消しに係る部分の返還金あり 

全部の取消し 別記第 32－１号様式 別記第 32－２号様式 

一部の取消し 別記第 32－３号様式 別記第 32－４号様式 

 

      オ  総合振興局長等は、エにより補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消そうとするとき 

    には、あらかじめ知事と協議するものとする。 

  (9) 工事完成検査等 

    ア 農業公社は、補助事業に係る工事が完成したときは、別記第 37 号様式の補助事業等に係る 

工事完成届を速やかに総合振興局長等に提出しなければならない。 

    イ 総合振興局長等は、アの工事完成届を受理したときは、速やかに当該職員に当該工事を検 

    査させ、工事完成検査調書（別記第 38 号様式）を作成させるものとする。 
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    ウ 農業公社は、補助事業に係る機械器具等の導入が完了したときは、機械導入報告書（別記 

    第 39 号様式）を総合振興局長等に提出しなければならない。 

    エ 総合振興局長等は、ウの機械導入報告書を受理したときは、当該職員に導入物品を検査さ 

   せ、機械導入検査調書（別記第 40 号様式）を作成させるものとする。 

  （10）実績報告 

     農業公社は、補助事業が完了したときは、速やかに別記第 41 号様式の補助事業等実績報告書 

に次に掲げる関係書類及び出来高設計書を添えて、総合振興局長等に提出しなければならない。 

    補助金等の交付の決定に係る道の会計年度が終了した場合は、併せて別記第 42 号様式の補助 

事業遂行計画書を添付するものとする。 

ア 事業実績書（別記第 12 号様式） 

  イ 補助金等精算書（別記第 43 号様式） 

 ウ 事業精算書（別記第 44 号様式） 

 エ 畜産環境整備事業実績書（別記第８号様式） 

 オ その他関係書類 

  （11）補助金の額の確定 

    ア 総合振興局長等は、 （10）の実績報告書を受理したときは、規則第１５条に基づき速やか 

     に当該職員に現地調査を行わせ、現地調査結果報告書（別記第 45 号様式）を作成させる 

ものとする。 

    イ 総合振興局長等は、補助事業の成果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に 

    適合すると認めたときは、規則第１５条の規定に基づき、交付すべき補助金の額を確定し、 

    別記第 46－１号様式により農業公社に通知するものとする。 

      ウ  総合振興局長等は、額の確定に伴い既に確定額を超える補助金が交付されているときには、 

    別記第 46－２号様式の補助金等返還命令書により農業公社にその超過額の返還を命ずる  

   ものとする。 

  （12）補助金の交付状況報告 

      総合振興局長等は、補助金の額を確定したときは、補助金交付状況報告書（別記第 47 号様 

式）に次に掲げる関係書類を添えて、速やかに知事に報告しなければならない。 

    ア 畜産環境整備事業実績書（別記第８号様式） 

    イ 請負及び竣工検査調書（別記第 48 号様式） 

    ウ 機械導入検査調書（別記第 40 号様式）の写し 

    エ その他関係書類 

  （13）事業の完了通知 

    ア 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、 

事業完了報告書（別記第 49－１号様式）により速やかに知事にその実績を報告するもの 

とする。 

    イ 農業公社は、当該地区に係る事業が完了したとき（廃止の承認を受けたときを含む。）は、

事業完了通知書（別記第 49－２号様式）により市町村に事業の完了を通知しなければならな

い。 

  （14）財産の引渡 

    ア 農業公社は、この事業により建設設備した施設等を譲渡契約又は委託契約に基づき、市町 

     村に譲渡又は引渡しを行うものとする。 

    イ 農業公社は、事業完了後、この事業により建設設備された設備等の維持管理状況について、 
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     総合振興局長等から報告を求められたときは、速やかに回答しなければならない。 

  （15）他法令との調整 

     この事業の実施に当たり、関係する他の法令との調整は、原則として農業公社が行うものと 

    する。 

   

第６ 農業公社における推進体制の整備 

 １ 農業公社は、この事業の円滑かつ効率的な実施を図るため、事業執行体制の整備に努めるとと 

   もに、この事業の実施に係る経理を他の事業に係るものと区分して整備保管しなければならない。 

  ２ 農業公社は、この事業を適正かつ的確に実施するため、次の業務規定及び契約書その他関係規 

   程等の基準書式を作成し、知事の承認を受けなければならない。また、これらを変更しようとす 

   るときも同様とする。 

   （１）畜産環境整備事業業務規程 

   （２）牧場施設譲渡契約書 

   （３）牧場施設整備委託契約書 

  ３ 規則第２２条に基づき備え付けるべき帳簿及び書類は、次に掲げるものとする。ただし、法令、 

   経理規程等に基づく帳簿等により当該事務を処理する場合はこの限りではない。 

   （１）費用収入原簿 

   （２）現金出納簿 

   （３）歳入内訳書 

   （４）歳出内訳書 

   （５）物品購入簿 

   （６）人夫使役簿 

   （７）工事日誌 

   （８）物品受払簿 

   （９）人夫出役簿 

   （10）工事施工についての書類（協定書、請負契約書、指令書、承認書、寄付申込書等） 

   （11）収入支出の証拠書類 

（12）用地買収登記関係書類 

（13）財産管理台帳（別記第 19 号様式） 

   （14）その他必要な帳簿及び書類 

 

第７  電子メールによる申請等 

  補助事業者は、補助金の交付の申請、届出、その他この補助事業に関し道に行う通知に

ついては、当該申請等に係る書類の磁気的記録を総合振興局長等が別に指定する電子メー

ルアドレスに電子メールを送信する方法により行うことができる。  

 

第８ 補助金の交付等に関する権限の委任 

  この補助金の交付決定、補助金の額の確定その他補助金の交付に関する知事の権限は、

総合振興局長等に委任するものとする。  

 

第９ その他 

      本要領のほか事業の実施に関し必要な事項は、草地整備担当課長が別に定めるものとする。 
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第 10 補 則 

  １ 運用第１７の１の規定により、畜産環境総合整備事業に移行されたものとみなされた地区に 

ついては、本事業実施要領を適用する。 

 

第 11 経過措置 

   令和８年３月３１日前に補助金の交付決定を行った補助事業については、なお従前の例

による。 

 


